
確定拠出年金制度の現状認識と
制度改善に向けての要望

2006年11月27日

特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会

代表 斎藤 順子

資料３
第3回 企業年金研究会

平成18年11月27日



2

“ハード面（ＯＳ）の充実とともに、実効性を高
めるソフト面の充実を”

１．企業担当者の制度改正要望の内訳

・制度改正の各項目については、従業員規模、制度の
導入年数などによって内訳が異なる。

２．導入後の事業会社の状況

・導入してから経験する制度運営面での課題がある。

３．加入者の制度利用実態、運用実態

・本来の主人公である加入者が制度を十分使いこなせ
ていない。

ご報告の概要（主として企業型確定拠出年金制度）
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中途脱退、中途引出要
件の緩和を希望する

拠出限度額の引き
上げを希望する

本人拠出が出来るこ
とを希望する

85.1%

42.1%

49.6%

85.0%

46.0%

70.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

「貴社の確定拠出年金制度を充実させていくために制度
改正を希望する事項」として、中途脱退、中途引出要件の
緩和への希望が最も高く、大多数となっている。次いで、
本人拠出が出来ることの希望が過半数を占め、前回の
調査との比較でも比率が高くなり、制度進行に呼応して
注目される改正事項として浮上してきている。

前回調査 今回調査
Ｎ＝２４２ Ｎ＝３００

１．企業担当者の制度改正要望の内訳

①中途脱退を希望する理由はなにか。

②中途引出しについてはどの程度の条件緩和を望んでいるか。

中途脱退
中途引出し

限度額引上げ

本人拠出

①拠出限度額の引上げを希望する理由は何か。

①本人拠出を希望する理由はなにか。

◎継続教育の実施状況と本人拠出希望との連関性

■制度改正要望の理由はなにか？

■2005年と2006年の比較
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（ＳＡ）

（ＳＡ）

■中途脱退、中途引出要件の緩和意向 全体

300 255 42 3
99人未満 78 64 12 2
100～299人 90 76 14 0
300～499人 24 20 4 0
500～999人 41 38 3 0
1000～4999人 43 37 6 0
5000人以上 19 16 3 0
無回答 5 4 0 1

300 85.0% 14.0% 1.0%
99人未満 78 82.1% 15.4% 2.6%
100～299人 90 84.4% 15.6% 0.0%
300～499人 24 83.3% 16.7% 0.0%
500～999人 41 92.7% 7.3% 0.0%
1000～4999人 43 86.0% 14.0% 0.0%
5000人以上 19 84.2% 15.8% 0.0%
無回答 5 80.0% 0.0% 20.0%

中途脱退、中途引出
要件の緩和は希望し

ない
その他

％

全体

従
業
員
数

中途脱退、中途引出
要件の緩和を希望す

る

サンプ
ル数

Ｎ

全体

従
業
員
数

300 255 42 3
２００２年 18 15 3 0
２００３年 63 56 6 1
２００４年 83 76 7 0
２００５年 106 84 20 2
２００６年 27 21 6 0
無回答 3 3 0 0

300 85.0% 14.0% 1.0%
２００２年 18 83.3% 16.7% 0.0%
２００３年 63 88.9% 9.5% 1.6%
２００４年 83 91.6% 8.4% 0.0%
２００５年 106 79.2% 18.9% 1.9%
２００６年 27 77.8% 22.2% 0.0%
無回答 3 100.0% 0.0% 0.0%

中途脱退、中途引出要
件の緩和は希望しない

その他

％

全体

導
入
時
期

中途脱退、中途引出要
件の緩和を希望する

サンプル
数

Ｎ

全体

導
入
時
期

その他
1.0%

中途脱退、中
途引出要件の
緩和は希望し

ない
14.0%

中途脱退、中
途引出要件の
緩和を希望す

る
85.0%

●従業員規模、制度導入時期別を問わず、
中途脱退、中途引出要件の希望は高い。

若干、新規制度導入企業での希望が８割
を下回る程度。

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～中途脱退～
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（ＭＡ）

（ＭＡ）

255 150 104 74 93 58 17
99人未満 64 44 29 12 23 10 1
100～299人 76 41 31 20 28 18 3
300～499人 20 11 6 6 7 4 3
500～999人 38 25 20 14 16 13 1
1000～4999人 37 17 9 14 13 9 5
5000人以上 16 9 7 5 4 3 4
無回答 4 3 2 3 2 1 0

255 58.8% 40.8% 29.0% 36.5% 22.7% 6.7%
99人未満 64 68.8% 45.3% 18.8% 35.9% 15.6% 1.6%
100～299人 76 53.9% 40.8% 26.3% 36.8% 23.7% 3.9%
300～499人 20 55.0% 30.0% 30.0% 35.0% 20.0% 15.0%
500～999人 38 65.8% 52.6% 36.8% 42.1% 34.2% 2.6%
1000～4999人 37 45.9% 24.3% 37.8% 35.1% 24.3% 13.5%
5000人以上 16 56.3% 43.8% 31.3% 25.0% 18.8% 25.0%
無回答 4 75.0% 50.0% 75.0% 50.0% 25.0% 0.0%

その他
サンプ
ル数

加入者の要望が多いか
ら

確定拠出年金の加入が
選択性の場合、加入率

が上がるから

不慮の事態または緊急
時（病気やケガ等）に、
まとまった資金が必要
な場合があるから

住宅購入、教育資金等
の生活資金が必要な場

合があるから

％

全体

従
業
員
数

中途退職時の退職一時
金として活用したいから

Ｎ

全体

従
業
員
数

■中途脱退、中途引出要件の緩和の希望理由

255 150 104 74 93 58 17
２００２年 15 10 5 3 5 2 3
２００３年 56 36 24 20 17 11 8
２００４年 76 39 34 25 31 23 1
２００５年 84 51 32 18 32 18 5
２００６年 21 13 8 6 7 4 0
無回答 3 1 1 2 1 0 0

255 58.8% 40.8% 29.0% 36.5% 22.7% 6.7%
２００２年 15 66.7% 33.3% 20.0% 33.3% 13.3% 20.0%
２００３年 56 64.3% 42.9% 35.7% 30.4% 19.6% 14.3%
２００４年 76 51.3% 44.7% 32.9% 40.8% 30.3% 1.3%
２００５年 84 60.7% 38.1% 21.4% 38.1% 21.4% 6.0%
２００６年 21 61.9% 38.1% 28.6% 33.3% 19.0% 0.0%
無回答 3 33.3% 33.3% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

その他
加入者の要望が多いか

ら

確定拠出年金の加入が
選択性の場合、加入率

が上がるから

不慮の事態または緊急
時（病気やケガ等）に、
まとまった資金が必要
な場合があるから

住宅購入、教育資金等
の生活資金が必要な場

合があるから

％

全体

導
入
時
期

中途退職時の退職一時
金として活用したいから

サンプ
ル数

Ｎ

全体

導
入
時
期

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～中途脱退・中途引出～
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（ＭＡ）

（ＭＡ）

255 121 87 17 142 64 13 2
99人未満 64 20 24 5 44 15 2 1
100～299人 76 36 27 7 39 22 2 0
300～499人 20 13 3 0 9 6 2 0
500～999人 38 17 16 3 24 11 3 1
1000～4999人 37 23 11 1 17 8 2 0
5000人以上 16 9 4 0 7 1 2 0
無回答 4 3 2 1 2 1 0 0

255 47.5% 34.1% 6.7% 55.7% 25.1% 5.1% 0.8%
99人未満 64 31.3% 37.5% 7.8% 68.8% 23.4% 3.1% 1.6%
100～299人 76 47.4% 35.5% 9.2% 51.3% 28.9% 2.6% 0.0%
300～499人 20 65.0% 15.0% 0.0% 45.0% 30.0% 10.0% 0.0%
500～999人 38 44.7% 42.1% 7.9% 63.2% 28.9% 7.9% 2.6%
1000～4999人 37 62.2% 29.7% 2.7% 45.9% 21.6% 5.4% 0.0%
5000人以上 16 56.3% 25.0% 0.0% 43.8% 6.3% 12.5% 0.0%
無回答 4 75.0% 50.0% 25.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0%

その他 無回答
事由に条件をつけて課
税をせずに中途引出を

認めること

中途引出は認めない
が、積立金を担保に企
業や金融機関から借り
入れを可能にする

退職時に一定額の範
囲で中途引出を認め、
退職一時金としての給

付可能になること

一定の年齢以上の退
職時に給付可能となる

こと

％

全体

従
業
員
数

個人型運用指図者に
なった場合、課税され
ることを要件に中途引
出が可能になること

サンプ
ル数

Ｎ

全体

従
業
員
数

■中途引出要件の緩和の容認水準

255 121 87 17 142 64 13 2
２００２年 15 9 5 1 11 5 1 0
２００３年 56 26 18 3 32 6 2 2
２００４年 76 38 27 6 39 13 7 0
２００５年 84 38 27 5 48 32 2 0
２００６年 21 10 9 2 9 8 1 0
無回答 3 0 1 0 3 0 0 0

255 47.5% 34.1% 6.7% 55.7% 25.1% 5.1% 0.8%
２００２年 15 60.0% 33.3% 6.7% 73.3% 33.3% 6.7% 0.0%
２００３年 56 46.4% 32.1% 5.4% 57.1% 10.7% 3.6% 3.6%
２００４年 76 50.0% 35.5% 7.9% 51.3% 17.1% 9.2% 0.0%
２００５年 84 45.2% 32.1% 6.0% 57.1% 38.1% 2.4% 0.0%
２００６年 21 47.6% 42.9% 9.5% 42.9% 38.1% 4.8% 0.0%
無回答 3 0.0% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 無回答
事由に条件をつけて課
税をせずに中途引出を

認めること

中途引出は認めない
が、積立金を担保に企
業や金融機関から借り
入れを可能にする

退職時に一定額の範囲
で中途引出を認め、退
職一時金としての給付

可能になること

一定の年齢以上の退
職時に給付可能となる

こと

％

全体

導
入
時
期

個人型運用指図者に
なった場合、課税される
ことを要件に中途引出
が可能になること

サンプ
ル数

Ｎ

全体

導
入
時
期

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～中途脱退・中途引出～
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（ＳＡ）

（ＳＡ）

■拠出限度額の引き上げ意向

300 138 149 6 7
99人未満 78 27 44 5 2
100～299人 90 36 49 1 4
300～499人 24 10 14 0 0
500～999人 41 26 15 0 0
1000～4999人 43 25 17 0 1
5000人以上 19 9 10 0 0
無回答 5 5 0 0 0

300 46.0% 49.7% 2.0% 2.3%
99人未満 78 34.6% 56.4% 6.4% 2.6%
100～299人 90 40.0% 54.4% 1.1% 4.4%
300～499人 24 41.7% 58.3% 0.0% 0.0%
500～999人 41 63.4% 36.6% 0.0% 0.0%
1000～4999人 43 58.1% 39.5% 0.0% 2.3%
5000人以上 19 47.4% 52.6% 0.0% 0.0%
無回答 5 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

無回答

Ｎ

全体

従
業
員
数

拠出限度額の引き
上げを希望する

拠出限度額の引き
上げは希望しない

その他

％

全体

従
業
員
数

サンプル
数

300 138 149 6 7
２００２年 18 8 10 0 0
２００３年 63 37 23 2 1
２００４年 83 37 42 2 2
２００５年 106 44 57 2 3
２００６年 27 11 15 0 1
無回答 3 1 2 0 0

300 46.0% 49.7% 2.0% 2.3%
２００２年 18 44.4% 55.6% 0.0% 0.0%
２００３年 63 58.7% 36.5% 3.2% 1.6%
２００４年 83 44.6% 50.6% 2.4% 2.4%
２００５年 106 41.5% 53.8% 1.9% 2.8%
２００６年 27 40.7% 55.6% 0.0% 3.7%
無回答 3 33.3% 66.7% 0.0% 0.0%

無回答

Ｎ

全体

導
入
時
期

拠出限度額の引き
上げを希望する

拠出限度額の引き
上げは希望しない

その他

％

全体

導
入
時
期

サンプル
数

無回答
2.3%

その他
2.0%

拠出限度額の
引き上げは希

望しない
49.7%

拠出限度額の
引き上げを希

望する
46.0%

● ５００人以上の従業員規模の企業で、

拠出限度額の引き上げ希望が高くなっ
ている。企業規模が大きくなるほど、他
の企業年金が多くあるため、確定拠出
年金の割合に制約を受けることをうかが
わせている。

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～拠出限度額～
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（ＭＡ）

（ＭＡ）

138 61 26 55 10 2
99人未満 27 8 6 15 2 1
100～299人 36 15 5 17 1 0
300～499人 10 4 1 5 0 0
500～999人 26 13 5 6 4 0
1000～4999人 25 13 7 7 3 0
5000人以上 9 5 2 3 0 1
無回答 5 3 0 2 0 0

138 44.2% 18.8% 39.9% 7.2% 1.4%
99人未満 27 29.6% 22.2% 55.6% 7.4% 3.7%
100～299人 36 41.7% 13.9% 47.2% 2.8% 0.0%
300～499人 10 40.0% 10.0% 50.0% 0.0% 0.0%
500～999人 26 50.0% 19.2% 23.1% 15.4% 0.0%
1000～4999人 25 52.0% 28.0% 28.0% 12.0% 0.0%
5000人以上 9 55.6% 22.2% 33.3% 0.0% 11.1%
無回答 5 60.0% 0.0% 40.0% 0.0% 0.0%

無回答
サンプル

数

厚生年金基金等の他の企業年金
があるため、拠出限度額が23,000
円/月となっており、退職金全体に
占める確定拠出年金の割合が制

限（十分でない）される

確定拠出年金制度の制度設
計に支障がある

自社には退職金制度として
確定拠出年金制度しかなく、
46,000円/月の限度額では不

十分なため

その他

Ｎ
従
業
員
数

％

全体

従
業
員
数

全体

138 61 26 55 10 2
２００２年 8 2 2 5 2 0
２００３年 37 14 8 19 2 0
２００４年 37 14 7 15 2 2
２００５年 44 25 7 11 4 0
２００６年 11 5 2 5 0 0
無回答 1 1 0 0 0 0

138 44.2% 18.8% 39.9% 7.2% 1.4%
２００２年 8 25.0% 25.0% 62.5% 25.0% 0.0%
２００３年 37 37.8% 21.6% 51.4% 5.4% 0.0%
２００４年 37 37.8% 18.9% 40.5% 5.4% 5.4%
２００５年 44 56.8% 15.9% 25.0% 9.1% 0.0%
２００６年 11 45.5% 18.2% 45.5% 0.0% 0.0%
無回答 1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

％

全体

導
入
時
期

厚生年金基金等の他の企業年金
があるため、拠出限度額が23,000
円/月となっており、退職金全体に
占める確定拠出年金の割合が制

限（十分でない）される

サンプル
数

Ｎ

全体

導
入
時
期

確定拠出年金制度の制度設
計に支障がある

自社には退職金制度として
確定拠出年金制度しかな
く、46,000円/月の限度額で

は不十分なため

その他 無回答

■拠出限度額の引き上げの希望理由

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～拠出限度額～
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（ＳＡ）

（ＳＡ）

300 210 83 5 2
99人未満 78 60 15 3 0
100～299人 90 56 32 1 1
300～499人 24 18 5 0 1
500～999人 41 29 11 1 0
1000～4999人 43 30 13 0 0
5000人以上 19 13 6 0 0
無回答 5 4 1 0 0

300 70.0% 27.7% 1.7% 0.7%
99人未満 78 76.9% 19.2% 3.8% 0.0%
100～299人 90 62.2% 35.6% 1.1% 1.1%
300～499人 24 75.0% 20.8% 0.0% 4.2%
500～999人 41 70.7% 26.8% 2.4% 0.0%
1000～4999人 43 69.8% 30.2% 0.0% 0.0%
5000人以上 19 68.4% 31.6% 0.0% 0.0%
無回答 5 80.0% 20.0% 0.0% 0.0%

％

全体

従
業
員
数

無回答

Ｎ

全体

従
業
員
数

サンプル
数

本人拠出が出来る
ことを希望する

本人拠出は希望し
ない

その他

■本人拠出の改正意向

300 210 83 5 2
２００２年 18 14 4 0 0
２００３年 63 49 13 1 0
２００４年 83 53 29 1 0
２００５年 106 73 29 2 2
２００６年 27 20 6 1 0
無回答 3 1 2 0 0

300 70.0% 27.7% 1.7% 0.7%
２００２年 18 77.8% 22.2% 0.0% 0.0%
２００３年 63 77.8% 20.6% 1.6% 0.0%
２００４年 83 63.9% 34.9% 1.2% 0.0%
２００５年 106 68.9% 27.4% 1.9% 1.9%
２００６年 27 74.1% 22.2% 3.7% 0.0%
無回答 3 33.3% 66.7% 0.0% 0.0%

本人拠出は希望し
ない

その他 無回答

％

全体

導
入
時
期

本人拠出が出来る
ことを希望する

サンプル
数

Ｎ

全体

導
入
時
期

無回答
0.7%

その他
1.7%

本人拠出は希
望しない
27.7%

本人拠出が出
来るを希望す

る
70.0%

●早期導入企業で、本人拠出ができること
を希望する傾向が高くなっている。

－12－

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～本人拠出～
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（ＭＡ）

（ＭＡ）

210 118 84 6 131 3 1
99人未満 60 33 34 2 33 0 0
100～299人 56 33 27 3 33 0 0
300～499人 18 10 6 1 9 1 0
500～999人 29 14 6 0 23 1 0
1000～4999人 30 16 7 0 19 0 1
5000人以上 13 11 3 0 10 1 0
無回答 4 1 1 0 4 0 0

210 56.2% 40.0% 2.9% 62.4% 1.4% 0.5%
99人未満 60 55.0% 56.7% 3.3% 55.0% 0.0% 0.0%
100～299人 56 58.9% 48.2% 5.4% 58.9% 0.0% 0.0%
300～499人 18 55.6% 33.3% 5.6% 50.0% 5.6% 0.0%
500～999人 29 48.3% 20.7% 0.0% 79.3% 3.4% 0.0%
1000～4999人 30 53.3% 23.3% 0.0% 63.3% 0.0% 3.3%
5000人以上 13 84.6% 23.1% 0.0% 76.9% 7.7% 0.0%
無回答 4 25.0% 25.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

％

全体

従
業
員
数

確定拠出年金制度に
対する従業員の加入
意識を高めたいから

Ｎ

全体

従
業
員
数

無回答
サンプル

数

従業員の老後の資産
形成に対する、会社
の負担能力に限度が

あるから

会社分の負担を減ら
したいから

従業員個人に合った
老後の資産形成を、
会社がサポートできる

から

その他

■本人拠出の改正の希望理由

210 118 84 6 131 3 1
２００２年 14 9 6 1 8 0 0
２００３年 49 31 21 3 29 1 0
２００４年 53 26 22 1 36 0 0
２００５年 73 41 29 1 44 2 1
２００６年 20 11 6 0 13 0 0
無回答 1 0 0 0 1 0 0

210 56.2% 40 .0% 2.9% 62.4% 1 .4% 0.5%
２００２年 14 64.3% 42 .9% 7.1% 57.1% 0 .0% 0.0%
２００３年 49 63.3% 42 .9% 6.1% 59.2% 2 .0% 0.0%
２００４年 53 49.1% 41 .5% 1.9% 67.9% 0 .0% 0.0%
２００５年 73 56.2% 39 .7% 1.4% 60.3% 2 .7% 1.4%
２００６年 20 55.0% 30 .0% 0.0% 65.0% 0 .0% 0.0%
無回答 1 0.0% 0 .0% 0.0% 100.0% 0 .0% 0.0%

％

全体

導
入
時
期

確定拠出年金制度
に対する従業員の

加入意識を高めたい
から

Ｎ

全体

導
入
時
期

無回答
サンプル

数

従業員の老後の資
産形成に対する、会
社の負担能力に限

度があるから

会社分の負担を減ら
したいから

従業員個人に合った
老後の資産形成を、
会社がサポートでき

るから

その他

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～本人拠出～
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（ＳＡ）

●過去に継続教育の実施経験のある企業で、本人拠出ができることを希望する比率が高くなっている。

■本人拠出の希望と継続教育の実施有無

１．企業担当者の制度改正要望の内訳 ～本人拠出と継続教育～

300 210 83 5 2
実施した 124 93 28 1 2
実施する予定 112 75 36 1 0
実施の予定はない 54 36 15 3 0
その他 7 4 3 0 0
無回答 3 2 1 0 0

300 70.0% 27.7% 1.7% 0.7%
実施した 124 75.0% 22.6% 0.8% 1.6%
実施する予定 112 67.0% 32.1% 0.9% 0.0%
実施の予定はない 54 66.7% 27.8% 5.6% 0.0%
その他 7 57.1% 42.9% 0.0% 0.0%
無回答 3 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

本人拠出が出来る

ことを希望する

本人拠出は希望し

ない
その他 無回答

全体

％
継
続
教
育

サンプル

数

Ｎ

全体

継
続
教
育
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■ 確定拠出年金導入後の現状評価

12.9

14.9

6.7

16.4

43.9

45.9

43.3

34.5

35.7

42.7

22.2

22.2

48.2

32.7

7.9

15.8

16.7

8.5

13.2

1.5

2.0

4.4
1.2

2.6

3.20.0

0.3

0.6

0.0

0.0

非常に
あてはまる

やや

あてはまる
どちらとも
いえない

あまりあて
はまらない

全くあて

はまらない
無回答

１ 退職給付制度の改定はとりあえ

ず一段落した

２ 経営トップは確定拠出年金制度

の運営に関心をもっている

３ 確定拠出年金の導入前に期待

したとおりの効果が上がっている

４ 担当者として金融商品の理解に

不安がある

５ 担当者として新しい金融商品に

ついての情報収集に不安がある

（ＳＡ）

1.24

0.51

0.37

0.51

0.49

加重平均値

●肯定的な評価が最も高かった項目は、「退職給付制度の改正はとりあえず
ひと段落した」で、全体の８割以上が「あてはまる」との回答している。しかし、
一方では、「金融商品の理解に不安がある」「新しい金融商品についての情
報収集に不安がある」に「あてはまる」と不安材料として挙げている担当者も
６割弱となっている。また、「確定拠出年金の導入前に期待したとおりの効果
が上がっている」では、「あてはまる」との回答している担当者が４割強にとど
まり、「どちらともいえない」が約半数となって、現状評価での反応は鈍いもの
となっている。

※加重平均値算出基準
「非常にあてはまる」 ２ポイント
「ややあてはまる」 １ポイント
「どちらともいえない」 ０ポイント
「あまりあてはまらない」 －１ポイント

『全くあてはまらない」 －２ポイント

２．導入後の事業会社の状況～現状評価～
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■継続教育に関する現状

１ 継続教育の必要性を感じている

２ 資産運用についてのアドバイスを

加入者が求め始めている

３ 退職金や年金についてのアドバ

イスを加入者が求め始めている

４ 会社内にいつでも相談できるファ

イナンシャルプランナーが必要で
ある

５ 継続教育の費用は、毎年予算化

している

６ 加入者から想定外の質問を受け、

答えられないことがある

７ 他社の継続教育の動向が気にな

る

８ 年金への関心が低い若年層向け

の対策が必要である

９ 自社の継続教育について相談す

る相手がいない

10.5

4.7

13.5

11.7

3.8

3.5

2.6

4.1

41.8

19.6

44.4

39.5

23.4

24.6

27.5

27.8

31.9

30.4

27.2

23.1

31.3

38.6

36.3

33.9

11.4

30.7

11.1

16.1

26.0

26.0

1.8

7.3

5.3

5.3

36.8

6.7

41.8

14.6

14.6

19.6

3.8

25.4

30.7

24.9

0.9

6.1

31.9

8.8

12.6

2.0

2.3

2.0

2.6

2.0

2.3

2.0

2.0

2.3

2.0

2.3

非常に
あてはまる

やや

あてはまる
どちらとも
いえない

あまりあて
はまらない

全くあて

はまらない
無回答

１０ 加入者の投資知識レベルにつ

いて検証する必要性を感じている

（ＳＡ）

●継続教育に関する現状としては、
８割弱の企業の担当者が「継続
教育の必要性を感じている」と回
答している。また、「年金への関
心が低い若年層向けの対策が必
要である」「加入者の投資知識レ
ベルについて検証する必要性を
感じている」「他社の継続教育の
動向が気になる」でも過半数で肯
定的な意向を示している。しかし、
「継続教育の費用は、毎年予算
化している」に該当する企業は、
２割程度にとどまっている。
他項目に関しては、肯定と否定
が２分化され、企業間での格差
をうかがうことができる。

２．導入後の事業会社の状況～継続教育～
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■継続教育の実施理由

全体 212 50.0% 66.5% 27.4% 38.7% 23.6% 61.8% 33.0% 5.2% 11.3% 10.8%

2001年12月～2002年12月 20 45.0% 75.0% 35.0% 55.0% 35.0% 45.0% 50.0% 5.0% 10.0% 15.0%

2003年1月～2003年12月 50 56.0% 72.0% 26.0% 42.0% 26.0% 58.0% 32.0% 6.0% 10.0% 6.0%

2004年1月～2004年12月 55 52.7% 67.3% 30.9% 43.6% 23.6% 67.3% 41.8% 7.3% 18.2% 20.0%

2005年1月～2005年12月 78 46.2% 61.5% 20.5% 33.3% 19.2% 64.1% 24.4% 3.8% 9.0% 6.4%

2006年1月～2006年4月 9 44.4% 55.6% 55.6% 0.0% 22.2% 66.7% 22.2% 0.0% 0.0% 11.1%

50人未満 20 40.0% 75.0% 15.0% 45.0% 10.0% 55.0% 35.0% 15.0% 5.0% 0.0%

50～99人 24 54.2% 58.3% 45.8% 62.5% 37.5% 70.8% 33.3% 8.3% 12.5% 4.2%

100～299人 65 41.5% 67.7% 30.8% 35.4% 18.5% 63.1% 30.8% 4.6% 7.7% 3.1%

300～999人 55 56.4% 63.6% 23.6% 32.7% 25.5% 58.2% 25.5% 1.8% 7.3% 7.3%

1000～4999人 34 47.1% 67.6% 20.6% 35.3% 23.5% 61.8% 38.2% 5.9% 20.6% 29.4%

5000人以上 14 78.6% 71.4% 28.6% 35.7% 35.7% 64.3% 57.1% 0.0% 28.6% 42.9%

製造業 75 52.0% 69.3% 32.0% 37.3% 21.3% 64.0% 38.7% 4.0% 10.7% 18.7%

建設業 18 38.9% 83.3% 22.2% 44.4% 22.2% 61.1% 38.9% 0.0% 11.1% 0.0%

卸売業 13 38.5% 61.5% 30.8% 46.2% 15.4% 53.8% 15.4% 7.7% 15.4% 7.7%

小売業 23 56.5% 73.9% 21.7% 56.5% 26.1% 65.2% 21.7% 4.3% 8.7% 13.0%

サービス業 26 46.2% 53.8% 34.6% 30.8% 23.1% 65.4% 34.6% 3.8% 15.4% 0.0%

情報通信業 13 61.5% 61.5% 30.8% 46.2% 30.8% 69.2% 23.1% 0.0% 7.7% 0.0%

医療関連 6 83.3% 100.0% 33.3% 50.0% 16.7% 50.0% 66.7% 16.7% 0.0% 0.0%

その他事業 38 44.7% 55.3% 15.8% 26.3% 28.9% 55.3% 28.9% 10.5% 13.2% 13.2%

業
種

制度（退職給付制
度、確定拠出年金

（ＭＡ）

制
度）に対する理解、

関心が低い

投資や運用に関す
る加入者の関心、理
解が十分でない

ライフプランを理解
し、自分に合う資産
配分を組み立てられ

る人が少ない

サンプル
数

導
入
時
期

従
業
員
数

運用方法の変更（ス
イッチング、配分変
更）をする人が少な

い

パスワードを忘れたり、
コールセンターやＷＥＢ
へのアクセス数が少な
いなど、運用指図や資
産残高の確認、投資情
報の収集などが十分で

ない

導入時の教育だけ
では不十分だから

加入者間で教育内
容の理解にばらつき

がみられる

離職者・退職者など
資産移換の対象者
が発生している

加入者からの要望
がある

労働組合からの要
望がある

7.1% 22.2% 2.8% 11.8%

10.0% 30.0% 5.0% 10.0%

4.0% 16.0% 6.0% 8.0%

10.9% 23.6% 1.8% 12.7%

6.4% 21.8% 1.3% 14.1%

0.0% 33.3% 0.0% 11.1%

0.0% 25.0% 5.0% 5.0%

4.2% 20.8% 0.0% 8.3%

4.6% 23.1% 3.1% 12.3%

3.6% 12.7% 3.6% 18.2%

11.8% 29.4% 2.9% 11.8%

35.7% 35.7% 0.0% 0.0%

9.3% 18.7% 1.3% 12.0%

5.6% 33.3% 0.0% 11.1%

0.0% 30.8% 7.7% 23.1%

13.0% 26.1% 0.0% 17.4%

7.7% 11.5% 3.8% 11.5%

15.4% 46.2% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 16.7% 0.0%

0.0% 21.1% 5.3% 10.5%

資産残高を確認し、
目標資産残高へ達
成するための支援強

化

その他 無回答
将来発生するかもし
れない訴訟リスクに

備えるため

50.0

66.5

27.4

38.7

23.6

61.8

33.0

5.2
11.3 10.8

7.1

22.2

2.8

11.8

0

10

20

30

40

50

60

70

●継続教育の実施理由では、「投資や運用に関する加入者の関心、理解が十分でない」「導入時の教育だけ では不十分
だから」の基本的な知識・理解促進に基づく実施ニーズが中心で６割強と多くなっている。次いで、 同様に「制度（退職給付
制度、確定拠出年金制度）に対する理解、関心が低い」が、５割で続いている。
●導入時期別の傾向を見ると、 「投資や運用に関する加入者の関心、理解が十分でない」「運用方法の変更 （スイッチング、
配分変更）をする人が少ない」で早期導入企業であるほど比率が高くなる傾向にある。また、 「加入者間で教育内容の理解
にばらつきがみられる」は 、2002年以前の導入企業で比率が高くなっている。

２．導入後の事業会社の状況～継続教育～

＜継続教育の実施有無＞
・すでに実施した…37.1%
・してないが実施する予定…24.9%
・実施の予定なし…35.4%



15

■元本確保型商品の選択理由

全体 342 25.7% 87.4% 55.6% 70.8% 27.5% 46.2% 10.8% 0.0% 2.0% 1.2%

2001年12月～2002年12月 30 20.0% 90.0% 50.0% 76.7% 36.7% 63.3% 13.3% 0.0% 3.3% 0.0%

2003年1月～2003年12月 76 21.1% 86.8% 60.5% 71.1% 25.0% 48.7% 11.8% 0.0% 1.3% 0.0%

2004年1月～2004年12月 93 30.1% 92.5% 58.1% 71.0% 25.8% 45.2% 9.7% 0.0% 4.3% 0.0%

2005年1月～2005年12月 122 25.4% 82.8% 53.3% 71.3% 29.5% 43.4% 10.7% 0.0% 0.8% 2.5%

2006年 1月～2006年 4月 21 33.3% 90.5% 47.6% 57.1% 19.0% 33.3% 9.5% 0.0% 0.0% 4.8%

50人未満 39 28.2% 84.6% 43.6% 74.4% 30.8% 33.3% 10.3% 0.0% 5.1% 2.6%

50～99人 49 4.1% 85.7% 63.3% 63.3% 20.4% 44.9% 20.4% 0.0% 0.0% 0.0%

100～299人 105 25.7% 94.3% 55.2% 70.5% 20.0% 44.8% 10.5% 0.0% 0.0% 1.9%

300～999人 86 27.9% 84.9% 53.5% 73.3% 33.7% 51.2% 7.0% 0.0% 4.7% 1.2%

1000～4999人 47 36.2% 85.1% 59.6% 72.3% 40.4% 46.8% 10.6% 0.0% 2.1% 0.0%

5000人以上 16 43.8% 75.0% 62.5% 68.8% 18.8% 62.5% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0%

製造業 112 27.7% 88.4% 58.9% 72.3% 28.6% 52.7% 9.8% 0.0% 1.8% 0.9%

建設業 37 27.0% 91.9% 51.4% 64.9% 24.3% 45.9% 10.8% 0.0% 0.0% 0.0%

卸売業 25 24.0% 96.0% 52.0% 72.0% 32.0% 44.0% 12.0% 0.0% 0.0% 4.0%

小売業 36 16.7% 88.9% 55.6% 91.7% 30.6% 47.2% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0%

サービス業 48 31.3% 89.6% 54.2% 70.8% 20.8% 50.0% 12.5% 0.0% 2.1% 2.1%

情報通信業 21 23.8% 95.2% 52.4% 57.1% 23.8% 38.1% 14.3% 0.0% 4.8% 0.0%

医療関連 10 40.0% 90.0% 60.0% 80.0% 30.0% 50.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他事業 53 20.8% 71.7% 54.7% 60.4% 30.2% 32.1% 11.3% 0.0% 5.7% 1.9%

導
入
時
期

従
業
員
数

業
種

加入者が運用商品
を指示しない場合、
自動的に元本確保
型商品を選択する
ことになるから

思い当たること
はない

その他 無回答
資産運用に自信

がないから
資産運用の知識

がないから

想定利回りに対
する知識がない

から

投資信託に関す
る知識がないか

ら

サンプル
数

加入者にとって、
なじみのある商

品だから

元本割れのリス
クをとりたくない
加入者が多いか

ら

（ＭＡ）

25.7

87.4

55.6

70.8

27.5

46.2

10.8
0.0 2.0 1.2

0

20

40

60

80

100

●元本確保型商品の選択理由としては、「元本割れのリスクをとりたくない加入者が多いから」が９割弱で最も多く、
次いで、「資産運用の知識がないから」「資産運用に自信がないから」となり、資産運用における基本的な知識や
理解不足から生ずる心理的な不安感をうかがわせている。「思いあたることがない」と回答した担当者は、皆無で
現在の確定拠出年金制度における資産運用面での進展障害を浮き彫りとしたかたちになっている。

●「投資信託に関する知識がないから」が、早期導入企業で、また、 5000人以上の企業で比率が高くなっていること
からも上記結果を裏付けるものとなっている。

２．導入後の事業会社の状況～従業員の商品選択理由の推測～
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運用商品の構成比回答者（1541人）

元本確保派
57.3％（883人）

投資信託派
33.7％（520人）

元本確保派 ： 元本確保型商品／定期預金、生損保
保険の配分比率合計が５０％を越える
加入者

投資信託派 ： 国内債券投信、国内株式投信、海外
債券投信、海外株式投信、ライフサイ
クル型ファンド・バランス型投信の配分
比率合計が５０％を越える加入者

（ＳＡ）

2384 1541 57.3% 33.7% 9.0%
２０代 232 104 53.8% 36.5% 9.6%
３０代 653 389 55.8% 32.6% 11.6%
４０代 648 457 51.0% 40.3% 8.8%
５０代 543 421 58.4% 34.4% 7.1%
２０代 64 36 80.6% 16.7% 2.8%
３０代 95 52 75.0% 19.2% 5.8%
４０代 75 39 71.8% 17.9% 10.3%
５０代 74 43 81.4% 7.0% 11.6%

運用商品の
構成比回答

者
元本確保派 投資信託派 中間派

サンプル
数

全体

性
・
年
齢

男
性

女
性

元本確保派が全体で過半数を占め、投資信託派は、３人に１人にとどまっている。
性別では、女性の元本確保派の比率が高くななる傾向にあり、年齢別では、４０代
男性で投資信託派の比率が４０％で若干高くなり、５０代女性では投資信託派が
１０％以下となっている。

57.3

33.7

9.0

0

10

20

30

40

50

60

■加入者の商品選択比率による分類 「元本確保派」 VS. 「投資信託派」

３．加入者の制度利用実態、運用実態



17

●運用商品を選ぶ際の最も重視する項目

58.4% 10.3% 9.2% 3.7% 2.6% 1.1% 5.9% 2.6% 6.1%

15.6% 12.7% 41.9% 6.7% 10.0% 1.3% 5.4% 0.8% 5.6%

32.6% 22.5% 18.8% 6.5% 5.8% 2.2% 5.1% 0.0% 6.5%

無回答

元本確保派

投資信託派

中間派

５．過去の実績（パ
フォーマンス）

６．手数料（信託報
酬）が高い低いか

７．運用している金
融機関の運用体制

や運用哲学

８．運用している金
融機関の知名度

１．元本割れする
可能性があるかど

うか

２．価格の変動幅
が大きいか小さい

か

３．高いリターンが
期待できるかどう

か

４．運用商品とし
て、その特徴がわ
かり易いかどうか

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

元本確保派

投資信託派

中間派

●今後知りたい情報内容

55.5% 44.4% 31.4% 27.1% 14.8% 28.0% 18.3% 24.2% 15.4% 21.4% 25.6% 15.7% 24.7% 25.5% 1.7% 4.3%

41.2% 25.4% 30.4% 26.9% 16.7% 18.1% 32.7% 31.0% 17.5% 15.8% 31.3% 21.3% 34.4% 40.0% 4.2% 1.9%

48.6% 34.8% 26.1% 33.3% 23.2% 26.8% 21.0% 24.6% 15.2% 17.4% 27.5% 16.7% 33.3% 35.5% 1.4% 1.4%

元本確保派

投資信託派

中間派

１３．商品選
定の際の具
体的な投資ア

ドバイス

１４．資産配
分の見直しの
タイミングと見
直し内容

１５．その他 無回答
９．経済の基

礎知識

１０．リスクを
軽減するため

の方法

１１．投資や
資産運用の
基礎知識年
金受け取りに
必要な知識

１２．主な金
融商品の種
類とリスク・リ

ターン

５．商品の売
買の仕方

６．自分の資
産残高の確
認方法

７．投資に役
立つ情報の
集め方

８．ライフプラ
ンの組み立て

方

１．退職給付
制度について
の詳しい説明

２．確定拠出
年金制度に
ついての詳し

い説明

３．離職、転
職時にやらな
ければいけな
い手続き

４．自分に合
う資産配分
（ポートファリ
オ）の作り方

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0
元 本 確 保 派

投 資 信 託 派

中 間 派

「元本確保派」 VS. 「投資信託派」（商品選択基準、必要情報）
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●想定利回りの認知

（ＳＡ）

2384 4.2% 13.6% 36.7% 45.1% 0.5%
２０代 232 0.4% 6.5% 31.5% 61.6% 0.0%
３０代 653 1.2% 9.5% 33.1% 55.6% 0.6%
４０代 648 5.2% 12.2% 42.0% 40.3% 0.3%
５０代 543 9.2% 26.3% 39.6% 23.9% 0.9%
２０代 64 1.6% 3.1% 34.4% 60.9% 0.0%
３０代 95 1.1% 10.5% 24.2% 64.2% 0.0%
４０代 75 2.7% 8.0% 37.3% 52.0% 0.0%
５０代 74 2.7% 10.8% 35.1% 51.4% 0.0%

883 3.9% 16.6% 37.0% 41.9% 0.6%
520 11.3% 22.1% 34.0% 31.7% 0.8%
138 2.9% 13.0% 51.4% 32.6% 0.0%

サンプル
数

よく知っている
ある程度は
知っている・
見当がつく

あまり知らな
い

全く知らない 無回答

全体

男
性

女
性

性・年齢

資産運用
タイプ

元本確保派
投資信託派

中間派

よく知っている
4.2%無回答

0.5% ある程度は知っ
ている・見当が

つく
13.6%

あまり知らない
36.7%

全く知らない
45.1%

よく知っている
16.0%

無回答
0.3%

ある程度は知っ
ている・見当が

つく
23.6%

あまり知らない
29.4%

全く知らない
30.7%

●掛金振込み額の認知

2384 16.0% 23.6% 29.4% 30.7% 0.3%
２０代 232 6.5% 15.9% 29.3% 48.3% 0.0%
３０代 653 9.3% 19.9% 30.5% 40.0% 0.3%
４０代 648 16.8% 25.8% 30.6% 26.5% 0.3%
５０代 543 26.9% 29.1% 28.0% 15.8% 0.2%
２０代 64 4.7% 25.0% 28.1% 42.2% 0.0%
３０代 95 9.5% 26.3% 18.9% 45.3% 0.0%
４０代 75 20.0% 22.7% 32.0% 25.3% 0.0%
５０代 74 32.4% 17.6% 31.1% 17.6% 1.4%

883 17.1% 27.2% 28.7% 26.8% 0.2%
520 34.4% 32.5% 18.5% 14.2% 0.4%
138 13.8% 28.3% 38.4% 19.6% 0.0%

全く知らない 無回答
サンプル

数
よく知っている

ある程度は
知っている・
見当がつく

あまり知らな
い

資産運用
タイプ

元本確保派
投資信託派

中間派

全体

性・年齢

男
性

女
性

（ＳＡ）

「元本確保派」 VS. 「投資信託派」（基本情報の認知）
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11.6%

41.2%

4.6%

79.7%

51.9%

84.9%

8.0%

4.6%

8.8%

0.7%

2.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中間派

投資信託派

元本確保派

実施したことがある

実施したことがない

「掛け金配分の変更」の意味がわからない

無回答
（SA）

●インターネット（Web)サービスの利用状況

27.5%

57.1%

14.6%

2.9%

2.9%

2.8%

66.7%

34.2%

74.4%

2.9%

5.8%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中間派

投資信託派

元本確保派

利用したことがある 利用したくともできなかった 利用したことがない 無回答

●「残高のお知らせ」の利用状況

17.4%

33.3%

16.8%

48.6%

42.3%

41.9%

22.5%

16.2%

26.3%

10.1%

7.3%

13.1%

1.4%

1.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中間派

投資信託派

元本確保派

毎回よく目を通している だいたい目を通している ほとんど目を通していない 目を通した覚えがない 無回答

（SA）（SA）

「元本確保派」 VS. 「投資信託派」（活用状況）
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“ハード面（ＯＳ）の充実とともに、実効性を高
めるソフト面の充実を”

１．本人拠出の容認

⇒制度加入の認識向上、運用への意識的関与

２．継続教育の義務化（投資家保護）

⇒加入者の運用スキル習得の機会保証

＊ただし、事業会社だけに課す義務としては重過
ぎる

３．教育実施状況の検証システム、報告の義務化

⇒制度定着・安定のための検証（ＳＥＥ）

まとめ
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１．企業担当者の制度改正要望の内訳

「確定拠出年金の制度改正に関する企業担当者の意識調査」
調査対象： 確定拠出年金規約承認企業１７２９社（２００６年２月２８日現在）のうち、アンケート協力意向企業 ９５８ 社の

確定拠出年金業務担当者
調査時期： ２００６年４月上旬～５月中旬
調査方法： ＦＡＸ送付による自記入アンケート方式
回答者数： 有効回答３００名（制度担当者） 回収率 ３１．３ ％
調査主体： NPO法人確定拠出年金教育協会、 フィデリティ投信株式会社

２．導入後の事業会社の状況
「制度運営に関する企業担当者満足度（ＣＳ）調査」
調査対象： 確定拠出年金規約承認企業１７２９社（２００６年２月２８日現在）の確定拠出年金業務担当者
調査時期： ２００６年７月上旬 ～８月下旬
調査方法： 郵送による自記入アンケート方式
回答者数： 有効調査票回収数 ：３４２票（回収率１９．８％）
調査主体： NPO法人確定拠出年金教育協会

３．加入者の制度利用実態、運用実態
「企業型確定拠出年金加入者の投資運用実態調査」

調査対象： 確定拠出年金制度導入後1年以上経過した事業会社5社の従業員
配布数 回収数 有効サンプル 調査対象サンプル
・ １０００ ９０９ ８９６ → ６００
・ ５００ １６１ １６１ → １６０
・ １０００ １２５ １２５ → １２４
・ ６０００ ２５６８ ２５６４ → ８００
・ ２３００ １２６３ １２２６ → ７００
１０８００ ５０２６ ４９７２ → ２３８４名

調査時期： ２００５年１０月下旬～２００６年３月下旬
調査方法： 社内または自宅留置による自記入アンケート方式
調査主体： NPO法人確定拠出年金教育協会

＜データの出所＞
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